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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　札幌は、ニセアカシアの白い花が満開の今日この頃であるが、小生の近くの川べりに生育していたアカシアの並木の一部が、昨年切り倒されてしまい、残念ながら白く咲き誇ったアカシアの花を見ることができなくなってしまった。切り倒したのは、ヒグマが出没したため、クマの姿がよく見えるようにと、あたり一帯の草木を刈り取ったとのことである。成木になるのに30~50年近くかかるだけに、無残に切り倒したのが残念でならない。アカシアは、札幌を代表する樹ではなかったのか。
アベノミクスの黄昏、焦りも出始めた安倍政権
　さて、アベノミクスの問題であるが、いろいろと問題が噴出して順風満帆とはいかないようだ。特に第三の矢としての成長戦略の評判が悪く、安倍政権の焦りもうかがわれる。
　日本経済新聞の名物コラム欄である「大機小機」(6月21日付)で『底辺への競争』の危うさ」と題したコラムで、G8で安倍総理が「各国の税負担軽減競争を避け、税制の調和を図る必要」を指摘した、と明記されている。
その点は、かつて3年前の釜山で行われたG20の財務大臣・中央銀行総裁会議に代理出席した財務副大臣時代の小生が発言したことと同じ趣旨であり、それだけなら大いに評価すべきである。ところが、アベノミクス第三の矢である成長戦略を、総理自ら記者発表している最中に株価が下落したことを受け、急きょ法人減税の追加を指示しているのだ。それは、成長戦略の中で、マーケット関係者の求めている更なる法人税減税が打ち出されなかったのが原因だ、などと報じられたことを受け、十分な論議をすることなく安直に税率引き下げなどを指示したわけで、G8での格調高い主張がタテマエだけのものであることが露呈したものと言えよう。と言うのも、法人税率は菅内閣時代に既に30%へと5%下げたのだが、東日本大震災の財源として3年間は据え置かれているわけで、来年度からは引き下げが実現することになっている。その効果も見定めることなく、何ともはや、定見のなさを露呈した発言と言えよう。まことに恥ずかしい限りであり、一国の首相とは思えない”あわてふためきぶり”と言えよう。
国民国家の解体過程へ、内田樹氏の鋭い指摘
　このような動きを見るにつけ、かつて神戸女学院大学名誉教授内田樹氏が、5月8日付朝日新聞のオピニオン欄に「(寄稿 政治を話そう)壊れゆく日本と言う国」を書かれていたことを思い出した。そこで内田氏は、国民国家が「今ゆっくりと、しかし確実に解体局面に入っている、と結論づける。簡単に言うと、「政府が・(中略)、『国民以外のもの』の利害を国民よりも優先するようになってきたということである。」と指摘し、それがグローバル化した多国籍企業ならぬ「無国籍企業」であり、いまや「グローバル企業」を支援して国際的競争に勝利することが、国民国家の使命として自明のこととされ始めている。企業にとっては、合理的な選択かも知れないが、それは国家にとって自滅の道を歩み始めているのだ、と厳しく論難されていたことを思い出す。
今回の法人税率の引き下げを始めとする企業負担の削減によって、ただでさえ財政規律が失われようとしている中で、さらに厳しい負担を結局は国民全体に押し付けていくことになるのだ。このような多(無)国籍企業に法人税を始めとするさまざまな恩典を付与したとしても、国内に設備投資を進め、雇用拡大を進めていく保証は全くない。むしろ、最近では法人税率の低いタックスヘイブンなどを活用して、稼ぎ出した利益を税率の低い国へと移し始めていることをG8の場でも問題視され始めているではないか。先ほど引用したG8での総理発言も、それを踏まえての発言だったのではなかったのか。
菅元総理の総理時代の正しい指摘
「成長戦略は十数本作ったが全部失敗している」
さらに言えば、一体全体、政府が成長戦略を提示して成功したことがあったのか、と言う点である。もともと経済の現場を知らない官僚の皆さん方に、成長戦略を作ってもらってそれに依拠していく発想に、そもそもの問題があるのではないか。
　アベノミクスを厳しく批判されている水野和夫日大教授は、少し古い記事なのだが『日経ビジネス』2013年1月17日号のなかで、菅直人・元首相の首相時代の発言の中で一番良いと思うのは「成長戦略は十数本作ったが全部失敗している」という発言だとされ、解決策として正しいのであればどれかは当たっていなければおかしいのであり、ことごとく外れているということは、「成長では解決できない事態に先進国は直面している」と考えた方がよい、と主張されている。成熟化した先進国経済の下での、アベノミクスのめざす成長戦略が直面する本質的な問題点が指摘されていると言えよう。水野教授は、もはや成長を推進する力を失い始めた資本主義の限界をどのよう認識し、転換していくのかが問われている、と主張されているようだ。その点今月末に岩波書店から出版予定の、高橋伸彰立命館大教授との共著『アベノミクスは何をもたらすか』に注目したい。
黒田日銀の異次元緩和も「底辺への競争」でしかない
　さて、もう一度先の「大機小機」が指摘していることに帰ろう。「底辺への競争」といえば、黒田日銀の「異次元緩和も同根」と見ておられる。非常時対応だった欧米の金融緩和が長期化した中で、相対的に割り負けした日銀の金融政策への市場の批判に迎合し、「金融政策の規律をかなぐり捨て、リスクが危惧され効果も不確かな政策の選択は劣化競争の産物」と見ている。最近の長期金利の急騰や株価の下落、為替相場の乱高下など、黒田日銀の異次元緩和策がだれの目にもうまくいかなくなっていることを端的に示しているではないか。
　そもそも、このような異次元の緩和政策を打ち出す目的であったデフレからの脱却について、物価連動国債の利回りから算出する期待インフレ率は5月に入って低下し始めている。大量に資金供給さえすれば、インフレを起こすことは可能である、と高らかに宣言してきた現日銀執行部(とりわけ岩田喜久男副総裁)は、事態をどのように認識され、説明されるのであろうか。ぜひとも聞いてみたい気がするし、説明する責任があるのではなかろうか。
　「大機小機」は、最後に次のような警告を発している。傾聴に値する指摘ではなかろうか。
　　「グローバル化を無批判に受け入れて市場におもねり、金融と財政で将来の利益と需要を先食いする一方で、税負担を逃れる行動を放置すれば、社会と政治、経済そのものが持たなくなる。異常なまでに株価を意識する政策運営の危うさもそこにある」
　まさに、その通りだと思う。経済だけでなく、社会や政治が維持できなくなる危険性があるのであり、破滅的な経済政策であるアベノミクスをいかにしてストップさせていくのか、参議院選挙の持つ意義はまことに大きい。
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